
平成28年度第4回大阪市地域包括支援センター運営協議会 

会議次第 

 

 
平成29年2月27日(月) 

午後２時 00分～午後 4時 00分 

大阪市立社会福祉センター3階第1会議室 

 
 

開会 
 
議題 
 
表決事項 
 
１ 地域包括支援センター運営方針について 
 
２ 平成２９年度地域包括支援センターにおける事業実施体制について 
 
３ 地域包括支援センター・総合相談窓口（ブランチ）の評価について 

（平成２９年度事業実施分 評価のしくみ） 
 
 
報告 
 

１ 各区地域包括支援センター運営協議会の開催状況について 
２ 総合相談窓口（ブランチ）の移転について 

 
閉会 
 

 

 

 

配付資料 

 

資料① 地域包括支援センター運営方針（案） 

（参考）平成28年度委託方針 

資料② 平成２９年度 地域包括支援センター事業実施体制 

      （参考）地域包括支援センター業務内容 

資料③ 地域包括支援センター・総合相談窓口（ブランチ）の評価 

      ・評価部会議事要旨 

      ・地域包括支援センター事業実施基準（変更案） 

      ・地域包括支援センター応用評価基準（変更案） 

      ・ブランチ実施基準（変更案） 

資料④ 各区地域包括支援センター運営協議会の開催状況 

資料⑤ 総合相談窓口（ブランチ）の移転 

 

   情報提供  地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する 

法律案（仮称）について 



大阪市地域包括支援センター運営協議会設置要綱 

 

制定 平18.3.1 

最近改正 平24.4.1 

 

（設置） 

第１条  大阪市における地域包括支援センター（以下「センター」という。）の適切な設置、運営を図るた

め、大阪市地域包括支援センター運営協議会（以下「運営協議会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条  運営協議会の所掌事務は、次の各号に掲げる事項のとおりとする。 

（１）センターの設置などに関する次に掲げる事項の承認に関すること。 

  ① センターの担当する圏域の設定。 

  ② センターの設置、変更及び廃止並びにセンターの業務の法人への委託又はセンターの業務を委

託された法人の変更。 

  ③ センターの業務を委託された法人による予防給付に係る事業の実施。 

  ④ センターが予防給付に係るマネジメント業務を委託できる居宅介護支援事業所。 

  ⑤ その他運営協議会がセンターの公正・中立性を確保する観点から必要であると判断した事項。 

（２）センターの運営に関すること。 

  ① 毎年ごとに、センターから次に掲げる書類の提出を受けるものとする。 

ア 当該年度の事業計画書及び収支予算書。 

イ 前年度の事業報告書及び収支決算書。 

ウ その他運営協議会が必要と認める書類。 

   ② センターにおける事業内容を定期的に又は必要な時に評価するものとする。 

 （３）センターの職員の確保に関すること。 

 （４）その他の地域包括ケアに関すること。 

    

（組織） 

第３条  運営協議会は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げるところを標準とし、センターの公正・中立性を確保する観点から、市長が委嘱する。 

（１）介護サービス及び介護予防サービスに関する事業者及び職能団体。 

（２）介護サービス及び介護予防サービスの利用者、介護保険の被保険者 

（1号及び2号）。 

（３）介護保険以外の地域資源や地域における権利擁護、相談事業等を担う関係者。  

（４）前各号に掲げるもののほか、地域ケアに関する学識経験を有する者。 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。 

２ 欠員によって就任した委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長） 



第５条 運営協議会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は運営協議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員が、その職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 運営協議会の会議は、委員長が招集する。 

２ 運営協議会の会議は、審議会等の設置及び運営に関する指針（平成 13年 3月 14日策定、市長決

裁）に基づき、適正に運営する。 

 

（部会） 

第７条 委員長が必要と認めるときは、運営協議会に部会を置くことができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員で組織する。 

３ 専門の事項を調査、審議させるため必要があるときは、部会に特別委員を置くことができる。 

４ 特別委員は、特定の事項について専門的知識を有する者の中から市長が委嘱する。 

 

（部会の運営） 

第８条 部会の運営に関して必要な事項は、別に定める。 

 

（意見の聴取） 

第９条 運営協議会は、必要があるときは、委員以外の者から意見又は説明を求めることができる。 

 

（事務局） 

第10条 運営協議会の事務を処理するため、事務局を福祉局高齢者施策部内に置く。 

 

（施行の細目） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、運営協議会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

   

 

附則 

 この要綱は、平成18年３月1日から施行する。 

 

  附則 

 この要綱は、平成18年４月1日から施行する。 

 

  附則 

 この要綱は、平成20年11月13日から施行する。 

 

  附則 

この要綱は、平成24年4月1日から施行する。 



大阪市地域包括支援センター運営協議会委員名簿 
（平成 29年 2月 27日現在） 

 

 

氏 名 役  職 

雨師
あ め し

 みよ子
こ

 公益社団法人 大阪介護支援専門員協会事務局部長 

石川
いしかわ

 久展
ひさのり

 関西学院大学人間福祉学部社会福祉学科教授 

小倉
お ぐ ら

 基嗣
もとつぐ

 介護保険第２号被保険者代表 

小西
こ に し

 タキ江
え

 大阪市地域女性団体協議会書記 

白澤
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 政和
まさかず

 桜美林大学大学院老年学研究科教授 

高橋
たかはし

 弘
ひろ

枝
え

 公益社団法人 大阪府看護協会会長 

田中
た な か

 喜久子
き く こ

 大阪市民生委員児童委員協議会常任理事 

谷澤
たにざわ

 靖
やす

博
ひろ

 一般社団法人 大阪府薬剤師会専務理事 

寺田
て ら だ

 直
なお

三郎
さぶろう

 介護保険第 1号被保険者代表 

直木
な お き

 愼
しん

吾
ご

 公益社団法人 大阪社会福祉士会会長 

西嶋
にしじま

 善
よし

親
ちか

 社会福祉法人 大阪市社会福祉協議会専務理事 

新田
に っ た

 正
まさ

尚
なお

 一般社団法人 大阪市老人福祉施設連盟業務執行理事 

早瀬
は や せ

 昇
のぼる

 社会福祉法人 大阪ボランティア協会常務理事 

松宮
まつみや

 良
よし

典
のり

 弁護士（大阪弁護士会） 

宮川
みやがわ

 松
しょう

剛
ごう

 一般社団法人 大阪府医師会理事 

山川
やまかわ

 智之
ともゆき

 公益社団法人 大阪府理学療法士会会長 

柚木
ゆ の き

 求
もと

見
み

 一般社団法人 大阪府歯科医師会理事 


